別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：男女共同参画推進費
	事業名:ＤＶ防止等普及啓発事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　環境生活部男女参画青少年課男女共同参画係　電話番号：058-272-1111（内2424）　　　　　　　　　　　
E-mail：c11123@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：277千円（前年度予算額：309千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　ＤＶの未然防止に対する県民の意識高揚を図るため、各地域で行われる会合や高校・大学等へ専門講師を派遣し、ＤＶの正しい知識を普及する。
　また、ＤＶ防止等基本計画の策定や配偶者暴力相談支援センター設置を促進するため、市町村担当者を対象とした出前講座を行う。
　(1)講師派遣　　
①一般県民に対する啓発

　・目　的：県民各層のＤＶに対する理解促進を図り、被害の早期発見、早期相談

　　　　　　を促し、被害の潜在化・深刻化を防ぐ。
・派遣先：自治会やＰＴＡなど地域で開催される会合（予定：３回）
②若年層に対する啓発
・目　的：若者に対して、ＤＶに関する正しい知識を啓発することでＤＶが犯罪
であることの意識を醸成し、暴力の未然防止を図る。
・派遣先：県内高等学校、大学等教育機関（予定：６回）

　　　　　　　　 県内中学校（予定：１回）
　(2)出前講座　　
　　　 ・目　的：ＤＶ防止等基本計画の策定促進など、地域における被害者支援を推進

　　　　　　　　 する。　 
・開催場所：県内５市町村　

	２　所要経費


　(1)講師派遣　242千円
　(2)出前講座　 35千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	309
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	309

	要求額
	277
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	277

	２月1日時点
査定額
	277
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	277

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　配偶者暴力防止に向けた普及啓発活動を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	具体的な数値目標の設定は困難のため。



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　自治会や職務関係者の集まりなど地域で行われる会合及び県内の高校・大学等へ専門講師を派遣し、暴力の未然防止のための働きかけと意識の高揚を図った。

　（H24年度　若年層向け：5校　1,952名参加、教員向け：2回　67名）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　講師派遣については、毎年多くの団体から派遣希望があり、特に高校からの応募が多い状況となっている。また、教育現場においては、次代を担う若者に対する予防教育に寄与している。地域の会合においては、参加者のＤＶに関する理解を深め、被害の早期発見など地域での取組みを促すきっかけになっている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	内閣府の調査では３２．９％の女性が配偶者から暴力を受けた経験があり、また多くの方が暴力を受けても一人で悩み、相談できずにいる状況にあることから、今後も幅広く県民へのＤＶ予防啓発のための意識啓発を行う必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	講座の参加者からは、ＤＶそのものや身近な者への対処方法等への理解が深まった等の意見をいただいており効果が得られている。今後も幅広く啓発を行っていく。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	講座については、地域の会合等や教育機関の講義の機会を利用して実施するなど、効率的に実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　デートＤＶは低年齢化している傾向があり、より早期からの予防教育について検討していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後も幅広く県民への意識啓発を行うとともに、より早期からの予防教育の必要性から、教育委員会と連携し、ＤＶ防止に向けた普及啓発活動を推進する必要がある。

　なお、２３年度に教職員向けの講座で実施したアンケートでは、デートＤＶ予防教育は中学生から行うべきとの回答が最も多かったため、新年度はモデル的に中学校1校で講師派遣が実施できないか検討を進める。


